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平成 28 年度企業主導型保育事業の助成に係る申請（第 1 次）について 

  平成 28 年度企業主導型保育事業の助成については、企業主導型保育助成事

業の実施団体である公益財団法人児童育成協会が行います。 

企業主導型保育事業の助成を希望する事業者におかれましては、別添の実施

要綱、助成要領を参照の上、必要書類を公益財団法人児童育成協会（下記提出

先参照）まで提出いただきますようお願いいたします。 

□申請手続き  

  助成金の申請を希望する事業者におかれましては、詳細な手続きの流れを

ご説明いたしますので、公益財団法人児童育成協会（下記問い合わせ先参照）

までご連絡ください。 

  ※申請等に使用する各種様式については、公益財団法人児童育成協会ＨＰ

よりダウンロードいただけます。 

□提出先・提出期限 

 提出先：公益財団法人児童育成協会 両立支援事業部 

（〒150-0011 東京都渋谷区東 2-22-14 ロゼ氷川６F） 

 提出期限（第１次分）：平成 28 年６月 30 日（金）必着 

□問い合わせ先 

○助成の申請手続き等について 
 公益財団法人児童育成協会両立支援事業部 ＴＥＬ03-5766-3801 
                     ＦＡＸ03-5766-3803 
○企業主導型保育事業全般について 
 内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当） 事業第３係 

ＴＥＬ：03-5253-2111(内線 38349) 



事 務 連 絡 
  平成 28 年５月 13 日 

 
 
文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課 御中 

 
 

内閣府子ども・子育て本部参事官 
                        （ 子ども・子育て支援担当） 

 
 

企業主導型保育事業に係る周知について（依頼） 
 
 
 平素より、子ども・子育て支援施策の推進にご理解、ご協力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

 

 さて、内閣府においては、子ども・子育て支援法を一部改正し、平成２８年度より、

一般事業主（子ども・子育て支援法第69条第1項に規定する一般事業主をいい、学校法

人、国立大学法人又は公立大学法人も該当します。）が事業所内保育業務を目的とする

施設の設置・運営に係る費用を助成する「企業主導型保育事業」を実施いたします。 

平成29年度末までの待機児童解消を図るため、本事業において最大５万人分の保育の

受け皿の確保を目指しており、本事業の一層の推進を図るため、関係者の皆様方のご協

力を得ながら、関係団体等に対する周知・広報活動を進めているところです。 

 

こうした中、学術・研究分野における女性の就業促進の観点から、大学における事業

所内保育所の設置につきましても一定のニーズがあると見込まれることに鑑み、貴省に

おかれましても、こうした趣旨に御高配を頂き、全国に所在する大学あて本事業に係る

周知につきまして、ご協力いただきますよう、何卒よろしくお願いします。 

 

 

 

 

(担当者連絡先) 
内閣府子ども・子育て本部参事官（子ども・子育て支援担当）付 
                   事業第３係長 佐藤 
TEL：03-5253-2111（内線 38349） 


